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国際環境開発の動向に関する基礎的研究
A Basic Study on the Trends of International Environment Development

吉　田　　　肇
Hajime Yoshida

　開発と破壊の20世紀から，環境の21世紀を目指すにあたり，いかに環境負荷を下げな

がら人々の生活の質を向上させ，地球上の公正を達成していくのか，持続可能な社会を

どう作り上げていくのかが人類に問われている。本研究では，1960年以降の最近50年間

余における基本指標に基づいて環境開発の動向分析を行ったが，人間社会は人口やＧＤ

Ｐ，平均寿命などでは大きな発展を遂げた一方，エネルギー効率，環境効率などの向上

は経済成長率を下回り，合計特殊出生率（ＴＲＦ）の低下など，持続可能性については

懸念される面も少なくないことがわかった。また，ＧＤＰやエネルギー使用量，ＣＯ２排

出量は特定の国のシェアが高く，技術革新や産業構造の高度化に成功した高所得国だけ

で環境効率が向上していることから，ますます格差が広がっていることが確かめられた。
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１　研究の背景及び目的
１．１　研究の背景

　1992年にリオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開発に関する国連会議（地球サミッ

ト）」から10年後の2002年，「持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルクサ

ミット）」が開催され，「持続可能な開発」（Sustainable Development）が，経済，社会，

環境の３つの柱で構成されるという考え方が広く認識されてきている。また，人類が社

会・経済的発展をするために許容される地球環境の限界（Planetary Boundaries）など

の研究により，経済，社会，環境の３つの柱のうち，環境は経済，社会の柱を成り立た

せる大前提であることが明らかになってきた。

　2015年９月には，「持続可能な開発目標（SDGs；Sustainable Development Goals）」が

採択され，経済，社会，環境の諸課題を包括的に扱い，課題相互間の関係を重視しながら，

あらゆる側面で持続可能な開発を達成しようとしている。（文献[5]）

　さらに，2015年12月には，「パリ協定」（Paris Agreement）が採択され，「世界の平均

気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保ち，1.5℃に抑える努力をするため，

できるかぎり早く世界の温室効果ガス排出量をピークアウトし，21世紀後半には，温室

効果ガス排出量と（森林などによる）吸収量のバランスをとること」を世界共通の長期
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目標としている。人為起源温室効果ガス総排出量に占める温室効果ガス排出量の76.0％

を占める（出所：IPCC第５次評価報告書）二酸化炭素（ＣＯ２）は，人類の生活・産業

を豊かにすることに不可欠なエネルギー使用に随伴して排出されることから，特に環境

面からの制約が大きくなっていくものと考えられる。

１．２　研究の目的と方法

　地球規模において，限られた資源のなかで，環境を損なうことなく人間活動・産業活

動が成り立つためには，先進国と発展途上国の現状と特性を把握するとともに，経済的

側面，社会的側面，環境的側面の３つの側面からこれまでの動向を定量的に評価し，今

後の国際環境開発の方向性を探る必要がある。SDGsで掲げられている17の目標のうち，

「目標１ 貧困をなくそう」（あらゆる場所で，あらゆる形態の貧困に終止符を打つ），「目

標７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに」（すべての人々に手ごろで信頼でき，持

続可能かつ近代的なエネ ルギーへのアクセスを確保する），「目標９ 産業と技術革新の

基盤をつくろう」（強靭なインフラを整備し，包摂的で持続可能な産業化を推進するとと

もに，技術革新の拡大を図る），「目標13 気候変動に具体的な対策を」（気候変動とその

影響に立ち向かうため，緊急対策を取る）——などが，本研究に関連の深い目標と考え

られる。

　本研究では，世界銀行（World Bank）の 「World Development Indicator」 や国連開発

計画（UNDP）の 「International Human Development Indicators」 などから，20世紀後

半以降の国際環境開発に係る各種指標（人口，経済，エネルギー，二酸化炭素排出量等）

をcsv形式でダウンロードした。得られた国別データ・地域類型別データを整理し，世界

銀行の定義に基づいて所得水準別に①低所得国（Low income），②下位中所得国（Lower 

middle income），③上位中所得国（Upper middle income），④高所得国（High income）

——の４グループに分けて１），社会・経済的特性や1960年以降の動向に関する傾向分析

や比較など基礎的分析を行った。（文献[5]）

２　主な分析結果
２．１　20世紀後半以降の環境開発の動向

２．１．１　世界全体の環境開発の動向

　世界全体の状況について，主な指標に基づいて最近50年間余における環境開発の変化

をみると，人口は2.5倍に増加，平均寿命は18.4歳伸びて72.0歳までとなったが，合計特

殊出生率は半分になり，人口の爆発的な増加は減速しつつある。この間，ＧＤＰは6.9倍

と人口を上回る増加となっている。１人当たりＧＤＰも2.8倍となり，経済成長によって

豊かさが実現できていると考えられる。

　一方，世界のエネルギー消費量（一次エネルギー）の86％を化石燃料が占めている（出
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所：BP「Statistical review of world energy 2017」）ことから，人口増加や経済成長に伴

い，エネルギー消費量やＣＯ２排出量もそれぞれ3.6倍，3.8倍となっている。（文献[2]）　

エネルギー効率（１ドルのＧＤＰを生み出すのに石油を何トン消費したか）や環境効率

（１トンのＣＯ２を排出するのと引き換えに何ドルのＧＤＰを生み出したか）は1.4〜1.7倍

に効率化したものの，総量としては人口を上回る増加となっており，これらの傾向が続

くとすればSDGsで掲げられている持続可能な開発目標が実現できるか懸念されるところ

である（表１参照）

２．２　世界の社会動向

２．２．１　世界の人口

　世界の人口は，産業革命以降に急速な増加を遂げてきており，1960年に30億人であっ

たが，2017年にその2.5倍の75億人になり，50年間余で年平均1.6％の人口増加率が続いて

いる。所得水準グループ別にみると，1961年では低所得国：下位中所得国：上位中所得国：

高所得国は，5.5%：30.8%：37.9%：25.7%であったが，その後の平均成長率は，それぞれ

2.7％，2.1％，1.4％，0.8％となっており，高所得国で低く，低所得国，下位中所得国で

高くなっている。最新の2017年には，人口はそれぞれ7億人，30億人，26億人，12億人に，

構成比は同9.7%：39.5%：34.2%：16.6%となり，1960年と比べると，低所得国のシェアは

４ポイント増え，下位中所得国のシェアが９ポイント増えたが，高所得国が９ポイント
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エネルギー効率（１ドルのＧＤＰを生み出すのに石油を何トン消費したか）や環境効率（１

トンのＣＯ２を排出するのと引き換えに何ドルのＧＤＰを生み出したか）は 1.4～1.7 倍に

効率化したものの，総量としては人口を上回る増加となっており，これらの傾向が続くと

すればSDGsで掲げられている持続可能な開発目標が実現できるか懸念されるところであ

る（表１参照） 
 
表１．主な指標からみた最近 年間余における世界の環境開発の変化（ ～ 年）

指 標
およそ 年前

（ 年ほか）

最新年

（ 年ほか）
倍率

人 口 億人 億人 倍

平均寿命 歳 歳 倍

合計特殊出生率 倍

ＧＤＰ（国内総生産） 兆ドル 兆ドル 倍

１人当たりＧＤＰ ドル ドル 倍

エネルギー消費量 億石油換算トン 億石油換算トン 倍

エネルギー効率 （エ

ネルギー消費量 ＧＤＰ
石油換算 ドル 石油換算 ドル 倍

ＣＯ２排出量 ） 億トン 億トン 倍

環境効率

（ＧＤＰ ＣＯ２排出量
ドル ｔ ＣＯ２ ドル ＣＯ２ 倍

注 ） 年値と 年値，注 ） 年値と 年値。

出所）エネルギー消費量は 「 」，それ以外は

「 」より，著者作成。

 
２．２ 世界の社会動向 

２．２．１ 世界の人口 

世界の人口は，産業革命以降に急速な増加を遂げてきている。 
世界全体の人口は，1960 年に 30 億人であったが，2017 年にその 2.5 倍の 75 億人にな

り，50 年間余で年平均 1.6％の人口増加率が続いている。所得水準グループ別にみると，

1961 年では低所得国：下位中所得国：上位中所得国：高所得国は，5.5%：30.8%：37.9%：

25.7%であったが，その後の平均成長率は，それぞれ 2.7％，2.1％，1.4％，0.8％となっ

ており，高所得国で低く，低所得国，下位中所得国で高くなっている。最新の 2017 年に

は，人口はそれぞれ 7 億人，30 億人，26 億人，12 億人に，構成比は同 9.7%：39.5%：34.2%：
16.6%となり，1960 年と比べると，低所得国のシェアは 4 ポイント増え，下位中所得国の

シェアが 9 ポイント増えたが，高所得国が 9 ポイント減少したため，中所得国が世界の人

注*1）1965年値と2016年値，注2*）1960年値と2014年値。
出所）エネルギー消費量はBP「Statistical review of world energy 2017」，それ以外は
　　　World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。

表１．主な指標からみた最近50年間余における世界の環境開発の変化（1960〜2016年）

ＣＯ２

（1960年ほか）

）

）

（2016年ほか）

ＣＯ２

ＣＯ２ ＣＯ２
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減少したため，中所得国が世界の人口の約3/4を占めている。また，低所得国＋下位中所

得国と上位中所得国＋高所得国の人口がほぼ同じとなった。（図１参照）

　今後については，国際連合（ＵＮ）「World Urbanization Prospects:The 2018 

Revision」によれば，2050年の世界人口は97.8億人，内訳は低所得国12.9億人，下位中所

得国27.9億人，上位中所得国42.8億人，高所得国14.1億人，低所得国：下位中所得国：上

位中所得国：高所得国の構成比は，13.2％：28.6％：43.8％：14.5％と見込んでおり，下

位中所得国と上位中所得国を合わせて世界の７割以上を占めるとしている。

２．２．２　世界の平均寿命

　世界全体の平均寿命（Life expectancy at birth）は，1960年に52.6歳であったが，最近

50年間余では，2016年に19.5歳伸びて72.0歳になっており，長寿命化が進んだと言える。

このうち，低所得国及び中所得国では最近50年間余りで22.4〜25.8歳も伸び，特に上位中

所得国では，1960〜70年代に急速に伸びて高所得国に接近してきている。一方，高所得

国の伸びでは，最近50年間余りでその半分の12.0歳と低中所得国の半分程度にとどまっ

ている。（図２参照）




口の約  を占めている。また，低所得国＋下位中所得国と上位中所得国＋高所得国の人
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図１．世界の所得水準グループ別人口の推移（1960～2017 年） 

出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。 


２．２．２ 世界の平均寿命 

世界全体の平均寿命（）は，年に 歳であったが，最

近 年間余では，年に 歳伸びて 歳になっており，長寿命化が進んだと言

える。このうち，低所得国及び中所得国では最近 年間余りで ～歳も伸び，特

に上位中所得国では，～年代に急速に伸びて高所得国に接近してきている。一方，

高所得国では，最近 年間余りでその半分の 歳と低中所得国の半分程度の伸びにと

どまっている。（図２参照）

図１．世界の所得水準グループ別人口の推移（1960〜2017年）
出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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　各国の１人当たりＧＮＩ（Gross National Income；「国民総所得」。国民が1年間に新

たに産み出した財とサービスの付加価値の合計。単位：ドル）と平均寿命 L（単位：年）

をプロットしてみると，所得水準が高くなるほど平均寿命が長くなる傾向は明白である。

GNIとLの片対数回帰式（式１）からは，１人当たり所得が10倍になると平均寿命が12.8

歳伸びるという正の相関が得られた。（図３参照）

　  L　＝　12.8 log10  (GNI) ＋ 20.6　 (R2 = 0.680) ･･････ 式１
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図２．世界の所得水準グループ別平均寿命の推移（ ～ 年）

出所） 「 」より，著者作成。

各国の１人当たり GNI（Gross National Income；「国民総所得」。国民が 1 年間に新た

に産み出した財とサービスの付加価値の合計。単位：ドル）と平均寿命 L（単位：年）を

プロットしてみると，所得水準が高くなるほど平均寿命が長くなる傾向は明白である。GNI
と L の片対数回帰式（式１）からは，所得が 10 倍になると平均寿命が 12.8 歳伸びるとい

う正の相関が得られた。（図３参照） 
 
  L ＝ 12.8 log10(GNI) ＋ 20.6  (R2 = 0.680) ･･････ 式１ 

図２．世界の所得水準グループ別平均寿命の推移（1960〜2016年）
出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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２．２．３　世界の合計特殊出生率

　世界全体の合計特殊出生率（Total Fertility Rate；ＴＲＦ。一人の女性が出産可能と

される15〜49歳までに産む子供の平均数）は，1960年に4.98であったが，最近50年間余

では，2016年に半分以下の2.44になっており，少子化が大きく進んだと言える。このうち，

高所得国では1960年の3.04から低下を続け，1980年代には2.00を割り込み，2016年に1.68

に低下した。上位中所得国では1960年に5.37だったが，1970年代に大きく低下し，1990

年代後半には高所得国とほぼ同じ水準となり，2016年には1.83となっている。いずれも，

人口が長期的に維持される人口置換水準とされる2.07を下回っており，今後の人口減少

が見込まれる。

　下位中所得国では1960年に5.91だったが，低下を続け2016年には2.76と半分以下になっ

た。低所得国では1960年の6.57からしばらく横ばいだったが，1980年代後半からようや

く低下が始まり，その後も低下は続いているが，2016年4.63と中所得国と比べて低下量

も低下の度合も少なくなっている。低所得国では医療技術や栄養状態が相対的に不良で

あること，戦争や貧困など様々な原因で乳児死亡率が高い地域で人口を維持するために

合計特殊出生率が高くなっていることが要因と考えられる。（図４参照）
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図３．世界各国の所得水準と平均寿命の関係（ 年）

注）横軸と縦軸の両方の値が得られた か国のデータをプロットした。

出所） 「 」より，著者作成。

 
２．１．３ 世界の合計特殊出生率 

世界全体の合計特殊出生率（Total Fertility Rate；ＴＲＦ。一人の女性が出産可能とさ

れる 15～49 歳までに産む子供の平均数）は，1960 年に 4.98 であったが，最近 50 年間余

では，2016 年に半分以下の 2.44 になっており，少子化が大きく進んだと言える。このう

ち，高所得国では 1960 年の 3.04 から低下を続け，1980 年代には 2.00 を割り込み，2016
年に 1.68 に低下した。上位中所得国では 1960 年に 5.37 だったが，1970 年代に大きく低

下し，1990年代後半には高所得国とほぼ同じ水準となり，2016年には1.83となっている。

いずれも，人口が長期的に維持される人口置換水準とされる 2.07 を下回っており，今後の

人口減少が見込まれる。 
下位中所得国では 1960 年に 5.91 だったが，低下を続け 2016 年には 2.76 と半分以下に

なった。低所得国では 1960 年の 6.57 からしばらく横ばいだったが，1980 年代後半から

ようやく低下が始まり，その後も低下は続いているが 2016 年 4.63 と，中所得国と比べて

低下量も低下の度合も少なくなっている。低所得国では医療技術や栄養状態が相対的に不

良であること，戦争や貧困など様々な原因で乳児死亡率が高い地域で人口を維持するため

に合計特殊出生率が高くなっていることが要因と考えられる。（図４参照） 

図３．世界各国の所得水準と平均寿命の関係（2014年）
　　注）横軸と縦軸の両方の値が得られた140か国のデータをプロットした。
　　出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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　各国の１人当たりＧＮＩ（Gross National Income；「国民総所得」。国民が１年間に新

たに産み出した財とサービスの付加価値の合計）GNIp （単位：ドル）と合計特殊出生率

TRF（単位：人）をプロットしてみると，所得水準が高くなるほど合計特殊出生率が低

下する傾向は明白である。GNIp と TRF の片対数回帰式（式２）からは，所得が10倍に

なると合計特殊出生率が２人低下するという負の相関が得られた。（図５参照）

　  TRF　＝　− 2.02 log10  (GNIp) ＋ 10.9　 (R2 = 0.590) ･･････ 式２
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図４．世界の所得水準グループ別合計特殊出生率の推移（ ～ 年）

出所） 「 」より，著者作成。

各国の１人当たり GNI（Gross National Income；「国民総所得」。国民が 1 年間に新た

に産み出した財とサービスの付加価値の合計）GNIp （単位：ドル）と合計特殊出生率 TRF

（単位：人）をプロットしてみると，所得水準が高くなるほど合計特殊出生率が低下する

傾向は明白である。GNIp と TRF の片対数回帰式（式２）からは，所得が 10 倍になると合

計特殊出生率が 2 人低下するという負の相関が得られた。（図５参照） 
 
  TRF ＝ - 2.02 log10(GNIp ＋ 10.9  (R2 = 0.590) ･･････ 式２ 
 

図４．世界の所得水準グループ別合計特殊出生率の推移（1960〜2016年）
出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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２．３　世界の産業・環境の動向

２．３．１　世界の経済

　世界全体のＧＤＰ（Gross Domestic Product；「国内総生産」。各国で新たに生産され

たモノやサービスの付加価値の合計。単位：ドル）は，1960年に11.3兆ドルであったが，

2017年にその７倍を超える80.1兆ドルになり，1982年以降の30年間余で年平均2.9％の経

済成長率が続いている。所得水準グループ別にみると，1982年では低所得国：下位中所

得国：上位中所得国：高所得国のＧＤＰ構成比は，0.6％：4.6％：17.1％：77.8％であったが，

その後の平均成長率は，それぞれ3.4％，4.7％，4.3％，2.5％となっており，高所得国で

低く，中所得国で高くなっている。最新の2017年には，ＧＤＰはそれぞれ0.5兆ドル，6.5

兆ドル，21.2兆ドル，51.7兆ドルとなっている。シェアは同0.7％：8.1％：26.5％：64.8％

となり，低所得国のシェアは1％にも満たず，中所得国のシェアが21.7％から34.6％に増

えたものの，依然として高所得国が世界のＧＤＰの６割以上を占めている。（図６参照）

　世界の人口では，合計特殊出生率の低下に伴う高所得国での人口減少によって，中所

得国のシェアが増大してきているのに対して，世界のＧＤＰでは，上位中所得国の増加

はみられるものの，中低所得国では，産業構造の高度化が容易に進んでいかない状態２）

がうかがわれる。
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図５．世界各国の所得水準と合計特殊出生率の関係（ 年）

注）横軸と縦軸の両方の値が得られた か国のデータをプロットした。

出所） 「 」より，著者作成。
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　各国の１人当たりＧＤＰ GDPp （単位：米ドル）と1人当たりエネルギー使用量 E（単

位：人）をプロットしてみると，ＧＤＰ水準が高くなるほどエネルギー使用量が多く

なる傾向，すなわち豊かになるためにはエネルギーが必要であることがうかがわれる。

ＧＤＰpと E の片対数回帰式（式３）からは，１人当たりＧＤＰが10倍になるとエネルギー

使用量が3,200石油換算kg増えるという正の相関が得られた。

　また，ルクセンブルク，ノルウェー，スイスなどの北欧の高所得国で１人当たりの   

ＧＤＰは非常に大きいが，１人当たりのエネルギー使用量はそれほど大きくなく，エネ

ルギー効率が良好であることがわかった。一方，１人当たりＧＤＰが１万米ドルを超え

たカタール，トリニダード・トバゴ，アイスランドなどの産油国では，１人当たりエネ

ルギー使用量が突出して高くなっている国があることがわかった。（図７参照）

　  E　＝　3,224log10   (GDPp) − 9,890　 (R2 = 0.389) ･･････ 式３
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図６．世界の所得水準グループ別ＧＤＰの推移（1960～2017 年） 

出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。 
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  E ＝ 3,224log10（GDPp) － 9,890  (R2 = 0.389) ･･････ 式３
 

図６．世界の所得水準グループ別ＧＤＰの推移（1960〜2017年）
出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。




口の約  を占めている。また，低所得国＋下位中所得国と上位中所得国＋高所得国の人

口がほぼ同じとなった。（図１参照）
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図１．世界の所得水準グループ別人口の推移（1960～2017 年） 

出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。 


２．２．２ 世界の平均寿命 

世界全体の平均寿命（）は，年に 歳であったが，最

近 年間余では，年に 歳伸びて 歳になっており，長寿命化が進んだと言

える。このうち，低所得国及び中所得国では最近 年間余りで ～歳も伸び，特

に上位中所得国では，～年代に急速に伸びて高所得国に接近してきている。一方，

高所得国では，最近 年間余りでその半分の 歳と低中所得国の半分程度の伸びにと

どまっている。（図２参照）
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２．３．２　世界の二酸化炭素排出量

　世界全体の二酸化炭素（ＣＯ２）排出量（単位：トン）は，1964年に109億トンであったが，

2014年には361億トンになり，この50年間で約3.3倍となった。世界全体のＣＯ２排出量の

増え方は，人口の2.5倍よりは大きいが，ＧＤＰの6.9倍よりは小さくなっている。

　所得水準グループ別にみると，1962年では低所得国：下位中所得国：上位中所得国：

高所得国の構成比は，0.4％：4.2％：14.5％：62.4％であったが，その後のＣＯ２排出量増

加率は，それぞれ3.4％，4.5％，4.8％，1.3％となっており，高所得国でＣＯ２排出量の増

加率が低く，中所得国で高くなっている。2005年に中所得国のＣＯ２排出量が高所得国

の排出量を逆転し，最新の2014年には，ＣＯ２排出量はそれぞれ2.2億トン，42.0億トン，

165.9億トン，131.4億トンとなっている。シェアは同0.6％：11.6％：45.9％：36.4％となり，

低所得国のシェアは１％にも満たないが，中所得国のシェアは18.7％から57.5％と大幅に

増加し世界の６割以上を占めている。世界の人為起源温室効果ガス総排出量の76.0％を占

めるとされる（出所：「IPCC第５次評価報告書」）二酸化炭素排出量の削減は，高所得国

だけでなく，中所得国の取組が不可欠であると言える。（図８参照）
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図７．世界各国の１人当たりＧＤＰと１人当たりエネルギー消費量の関係（ 年）

注）横軸と縦軸の両方の値が得られた か国のデータをプロットした。

出所） 「 」より，著者作成。
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　　　出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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　1990〜2014年における各国のＧＤＰ増加率とＣＯ２排出量増加率をプロットしてみる

と，ＧＤＰ水準が高くなるほどエネルギー使用量が多くなる傾向がうかがわれる。

　対象となっている150か国のうち，ＧＤＰが減少した（増減率1.0以下の）国は中央ア

フリカのみで，あとはすべて増加している。世界全体のＧＤＰ増加率は1.98倍となって

いるが，赤道ギニアが83倍，中国が10倍などの国で大きな経済成長を遂げている。所得

水準別グループでみると，低所得国，下位中所得国，上位中所得国，高所得国のＧＤＰ

増加率は，それぞれ2.41倍，3.10倍，2.96倍，1.65倍となっており，中所得国で３倍前後

と高いが，低所得国では世界平均の２倍に満たない。

　ＣＯ２排出量増加率についてみると，対象となっている150か国のうち，ＣＯ２排出量が

減少した（増減率1.0以下の）国はルーマニア，アルバ，ブルガリアなどわずか15か国で，

残りの135か国は増加している。世界全体のＣＯ２排出量増加率が1.63倍となっているが，

赤道ギニアの81倍，ネパールの12.7倍，ラオス9.2倍などの国で経済成長とともに大きく

増加している。所得水準別グループでみると，低所得国，下位中所得国，上位中所得国，

高所得国のＧＤＰ増加率は，それぞれ1.40倍，2.30倍，2.39倍，1.14倍となっており，中

所得国で2.3倍超と高いが，低所得国や高所得国では低くなっている。

　150か国のうち，87か国ではＧＤＰ増加率がＣＯ２排出量増加率を上回っており（図中
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図８．世界の所得水準グループ別ＣＯ２排出量の推移（1964～2014 年） 

注）横軸と縦軸の両方の値が得られた 131 か国のデータをプロットした。 

出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。 
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図１．世界の所得水準グループ別人口の推移（1960～2017 年） 

出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。 
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　　　出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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の破線より上に位置しており），さらに，このうち17か国はＧＤＰが増加しているのにＣ

Ｏ２排出量が減少した「デカップリング」３）が実現した国となっている（文献[9]）。イギ

リス，フランス，ポーランド，ブルガリアなどの先進国や東欧で燃料転換を図った国が

多い。（図９参照）

２．３．３　世界の環境効率

　ここでの環境効率は，世界の持続的成長を目指すため，環境影響を最小化しつつ価値

を最大化する指標として，各国のＧＤＰをＣＯ２排出量で除したものを採り上げる。

　世界全体の環境効率は，1960年に1,206ドル／ t-ＣＯ２であったが，2014年にはその1.7

倍の2,038ドル／ t-ＣＯ２になっており，最近50年間余において環境効率の向上が着実に

進んでいる。このうち，1982年以降の最近30年間余では，高所得国が2,139ドル／ t-ＣＯ２

から3,711ドル／ t-ＣＯ２と環境効率が1.7倍に伸びている。高度な技術革新やIT等を適用

してより少ない労働力とエネルギーで生産性を向上させたり，産業構造の高度化によっ

てサービス経済化が進み，エネルギー使用量が少なくてすんでいるためと考えられる。
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注）横軸と縦軸の両方の値が得られた か国のデータのうち，ＧＤＰ増加率が

倍以上の赤道ギニアと中国，ＣＯ２排出量増加率が 倍以上のネパールを除く

か国をプロットした。

出所） 「 」より，著者作成。

２．３．３ 世界の環境効率 

ここでの環境効率は，世界の持続的成長を目指すため，環境影響を最小化しつつ価値を

最大化する指標として，各国のＧＤＰをＣＯ２排出量で除したものを採り上げる。 
世界全体の環境効率は，1960 年に 1,206 ドル／t-ＣＯ２であったが，2014 年にはその

1.7 倍の 2,038 ドル／t-ＣＯ２になっており，最近 50 年間余において環境効率の向上が着

実に進んでいる。このうち，1982 年以降の最近 30 年間余では，高所得国が 2,139 ドル／

t-ＣＯ２から 3,711 ドル／t-ＣＯ２と環境効率が 1.7 倍に伸びている。高度な技術革新や IT
等を適用してより少ない労働力とエネルギーで生産性を向上させたり，産業構造の高度化

によってサービス経済化が進み，エネルギー使用量が少なくてすんでいるためと考えられ

図９．世界各国のＧＤＰ増加率とＣＯ２排出量増加率の関係（1990〜2014年）
注）横軸と縦軸の両方の値が得られた150か国のデータのうち，ＧＤＰ増加率が10倍以上
　　の赤道ギニアと中国，ＣＯ２排出量増加率が10倍以上のネパールを除く147か国をプ
　　ロットした。
出所）World Bank「World Development Indicator」より，著者作成。
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また，先進国では，省エネルギー技術や再生可能エネルギーの導入にも取り組んできて

おり，経済成長によって得られた富が環境技術に再投資され，ますます社会の環境効率

が向上する好循環となっていることが考えられる。

　一方，1982年以降の最近30年間余では，上位中所得国では1982年の965ドル／ t-ＣＯ２か

ら2014年の1,135ドル／ t-ＣＯ２へと環境効率が1.2倍の伸びに，下位中所得国では同1,059

ドル／ t-ＣＯ２から同1,325ドル／ t-ＣＯ２へと環境効率が1.3倍の伸びになり，環境効率は

高所得国の約1/3の水準にとどまっている。多くの国が工業開発や石油資源開発による経

済発展でＧＤＰが増加するものの，化石燃料からエネルギーを得るため，ＣＯ２排出量も

随伴することが考えられる。

　低所得国では，1982年の1,553ドル／ t-ＣＯ２から2014年の2,238ドル／ t-ＣＯ２へと環境

効率が1.5倍の伸びとなっており，中所得国を上回っている。初期段階の急速な経済成長

や使用するエネルギーの多くが薪材やバイオマスエネルギーでありカーボンフリーであ

ることが考えられる。（図10参照）

　この結果，環境効率からみた高所得国と中低所得国との格差は広がってきたが，この

まま推移するとますます両者の格差が広がっていくものと考えられる。

　環境効率の向上についてみるため，１人当たりＧＮＩと環境効率（ＧＤＰ/ＣＯ２排出

量）の1990〜2014年の向上度をプロットしてみると，1990〜2014年の20年間余で環境効

率が向上した国は所得水準が高い国が多い傾向がうかがわれる。例えば，14年間で環境

効率が２倍以上になった11か国は，１人当たりＧＮＩが12,000ドル以上の高所得国で，マ
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図10．世界の所得水準グループ別環境効率の推移（1990〜2014年）
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Ｃ
Ｏ

２



41

カオ，ルーマニア，シンガポール，ポーランドなど東欧で燃料転換を行った国や小国が

多い。一方，14年間で環境効率が低下した国は全体の約４割，51か国になるが，ネパール，

ハイチ，オマーンなど産油国や１人当たりＧＮＩが10,000ドル以下の中所得国，低所得

国に多い。全体としてみると，所得が上がらないと，環境効率も上がらない傾向がうか

がわれる。（図11参照）

２．３．４　主要国の環境効率

　ここで，世界のＧＤＰ（2017年）及びＣＯ２排出量（2015年）の国別シェアをみると，

ＧＤＰについては，上位５か国（アメリカ合衆国，中国など）が50.4％を，上位10か国

で65.0％を占めており，ＣＯ２排出量については，上位５か国（中国，アメリカ合衆国な

ど）が58.5％を，上位10か国で66.8％を占めており，両方とも寡占が進んでいることがわ

かる。中国とアメリカ２か国は，ＧＤＰでもＣＯ２排出量でも１，２位を占めており，日本，

ドイツ，インド，ブラジル，カナダを加えた７か国は，両方の上位にランキングされて

いる４）。これらのごく少数の国の環境効率の今後の動きが，世界のＧＤＰやＣＯ２排出量

に大きな影響を与える可能性がある。
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　そこで，７か国に３か国を加えた，ブラジル，カナダ，中国，フランス，ドイツ，インド，

日本，ロシア，イギリス，アメリカ合衆国について，環境効率（ＧＤＰをＣＯ２排出量で

除した評価指標）の1960〜2014年の推移をみると，各国のエネルギー事情を反映したエ

ネルギー起源ＣＯ２の排出状況により，いくつかのパターンがあると考えられる。（文献

[2]，[3]）　まず，1960年代には，ブラジルと日本の環境効率が群を抜いていた。ブラジル

は豊富な水力によりＣＯ２排出量の削減に成功し，フランスは原子力で，カナダも水力で

環境効率が比較的高かった。日本は高度経済成長期で，ＧＤＰが飛躍的に成長した時期

だったと考えられる。しかし，ブラジルは2014年には1960年に比して環境効率が約２割

低下し，日本は1990年代以降に横ばいとなり「失われた20年」の後，環境効率の向上は

同約１割にとどまっている。

　これに対して，ヨーロッパのフランスでは，1990年代後半以降，世界最高の環境効率

を記録している。また，イギリス，ドイツでは，再生可能エネルギーの推進，カーボン

プライシングの導入に伴い，2014年の環境効率が5,000ドル／ t-ＣＯ２を超えて1960年の２

倍以上に向上し，日本のそれを上回っている。アメリカ合衆国とカナダはほぼ同じペー
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出量に大きな影響を与える可能性がある。 
 

表２．世界のＧＤＰ（ 年）及びＣＯ２排出量（ 年）の国別ランキング

順位 国 名

ＧＤＰ

年

価格，兆

米ドル）

割合 国 名

ＣＯ２排出

量

（億トン）

割合

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

その他の国 ％ その他の国 ％

世界全体 ％ 世界全体 ％

出所） 「 」， 「エネルギー・経済統計要

覧 年版」より，著者作成。
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　　　より，著者作成。
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スの推移となっており，1960年から2014年に，1.5倍程度に環境効率が向上してきている

が，ヨーロッパ３国と比べると環境効率は半分程度となっている。ロシア，インド，中

国は，環境効率が向上してきているものの，2014年で1,000ドル／ t-ＣＯ２前後の環境効

率にとどまっている。ヨーロッパとアジアの国で環境効率が10倍以上の違いがあり，ま

た，その伸びにも大きな開きがあることから，このままの傾向が続くと，環境効率の向

上が不十分な特定の国が世界のＣＯ２排出量の多くを占めていくシナリオが考えられる。

（図12参照）

３　考察と今後の検討課題
　本研究では，基本的な指標を用いて，1960年以降の最近50年間余における世界の環境

開発の動向分析を行ったが，人間社会は人口や１人当たりＧＤＰなどにおいては2.5倍以

上の成長を遂げ，平均寿命も20歳近く伸びるなどの発展を遂げた一方，地球温暖化，資

源の枯渇が懸念されるなか，世界のエネルギー効率，環境効率などの向上は経済成長率

を下回り，合計特殊出生率（ＴＲＦ）の低下など，持続可能性については懸念される面

も少なくないことがわかった。また，所得水準別グループでみると，人口は中低所得国

のシェアが増えているものの，ＧＤＰやエネルギー使用量，ＣＯ２排出量は特定の国の
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シェアが高く，技術革新や産業構造の高度化に成功した高所得国だけで環境効率（ＧＤ

Ｐ/ＣＯ２排出量）が向上していることから，ますます格差が広がっていることが確かめ

られた。

　これらのことから，地球規模での持続可能な発展を検討するに当たっては，検討課題

を次の通り整理した。

３. １　持続可能な発展に向けての成長モデルの深耕

　本研究では，世界の人口，ＧＤＰ，エネルギー使用量，ＣＯ２排出量といったマクロな

指標からみた基礎的な分析を行った結果，経済，社会，環境が相互に関連しながら推移

してきたことが示された。低所得国と高所得国の経済格差は広がる一方で，発展途上国

の貧困と先進国の経済発展を内包しながら成長を遂げてきたことから，今後，環境影響

や気候変動などの面からの制約がいっそう強まるなか，持続可能な発展を検討するに当

たっては，様々な要因を考慮しながら世界規模で１つのシステムとしてとらえていく考

え方５）が求められる。

　

３. ２　ケース・スタディによる検討

　本研究では，世界銀行「World Development Indicator」に基づいて世界217か国を４

つの所得水準別グループで類型化して比較分析を行ったが，世界は多様な国々によって

構成されており，2.3.4環境効率の動向分析でみたように，国別でみるとかなり事情が異

なっていることが明らかとなっている。そこで，先進国のみならず発展途上国も対象と

して数か国を取り上げ，所得水準や人口規模，ＧＤＰ規模，エネルギー事情，環境効率

の動向などの様々な側面や，さらに新たな社会経済指標を追加した多面的な動向分析を

行うことによって，経済発展のメカニズムや環境効率の進展について明らかにすること

が考えられる。

　

３. ３　産業構造や環境技術の影響検討

　本研究では，特に先進国でサービス経済化や技術力による価値創造によって社会経済

やライフスタイルが変容し，エネルギー効率や環境効率が着実に向上していることが確

かめられた。また，SDGsのうち，「目標８ 働きがいも経済成長も」（すべての人のため

の持続的，包摂的かつ持続可能な経済成長，生産的な完全雇用およびディーセント・ワー

ク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進する）という目標が掲げられているように，

中長期的には，産業構造はもとより，知識創造社会，ロボット化，ＡＩの導入など，産

業活動や働き方も変容していくとみられており，持続可能な発展を検討するに当たって

は，総人口やＧＤＰなどの量的な指標だけでなく，その内訳や質的な指標も必要になる

と考えられる。



45

【注】

１） 世界銀行の定義する基準では，低所得国は1990年購買力平価（PPP）で1,005ドル未満，
下位中所得国は1,005ドルから3,955ドル未満，上位中所得国は3,955ドルから12,235ドル
未満，高所得国は12,235ドル以上としている。

　また，OECD（経済開発協力機構）では３年毎に「ODA（政府開発援助）受け取り国
（DAC）リスト」を発表しており，このリストに含まれる国は，経済発展のための援
助を受ける側として，「発展途上国」とすることができる。DACリストにおける分類
の基準は，①世界銀行によって「高所得国」以外に分類される国々（2016年時点の１
人当たり国民所得（GNI）が12,235米ドル以下の国々），②国連によって後発開発途上
国（Least Developed Countries）に分類される国々（１人当たり国民所得（GNI），人
的資源指数（HAI），経済脆弱性指数（EVI）によって判断される）——のいずれかに
あてはまることである。2018〜2020年を対象とした最新のDACリスト（次表）の分類
によれば，後発開発途上国（Least Developed Countries）が47か国，その他の低所得
国（Other Low Income Countries）が２か国（Democratic People's Republic of Korea
とZimbabwe），下位中所得国（Lower Middle Income Countries and Territories）が
37か国，上位中所得国（Upper Middle Income Countries and Territories）が57か国
の計143か国がリストアップされている。

２） フェリペら（Felipe, Kumar and Galope，2017）の基準では，低所得国は1990年購買
力平価（PPP）で2,000ドル未満，下位中所得国は2,000ドルから7,250ドル未満，上位中
所得国は7,250ドルから11,750ドル未満，高所得国は11,750ドル以上としている。高度
な専門知識や技術革新に大きく依存する高付加価値の製品・サービス部門へと中所得
国から高所得国へステップアップするのに苦戦しているようにみえる現象は「中所得
国の罠（Middle-income Trap）」と呼ばれるが，フェリペの研究によれば，「中所得国
入りした国が先進国入りするまでには平均42年かかる。」としている。（文献[1]，[6]）

３） 「デカップリング」とは，一定の経済成長や便利さを維持しつつも，エネルギー消費
やＣＯ２排出量を減らしていく（Low-Carbon Growth），即ち両者を「切り離す」とい
う考え方。 例えば，資源の徹底的な再利用・循環利用，エネルギー多消費型の産業構
造の変革，省エネルギーや再生可能エネルギーの推進などにより，デカップリングは
可能とされている。

４） 「主要８か国首脳会議（G8；Group of Eight）」のフランス，アメリカ合衆国，イギリス，
ドイツ，日本，イタリア，カナダ，ロシア（2013年まで）は，ＧＤＰでもＣＯ２排出量でも，
すべて上位15位以内にランクインしている。これら８か国のＧＤＰ，ＣＯ２排出量の世
界に占める割合は，それぞれ30.5％，48.3％にのぼっており，特にＣＯ２排出量のシェ
アが高い。

５） アメリカの社会学者・歴史学者，ウォーラステイン（Wallerstein，1930〜）が提唱
した『巨視的歴史理論』では，各国を独立した単位として扱うのではなく，地球規模
の世界システムを中核地域（工業化が進み経済発展を遂げている地域）・半周辺地域（中
核地域と周辺地域の間にある不安定な地域）・周辺地域（原材料の生産に特化し，低開
発，貧困化が進んでいる地域）の３つの地域に分類して考察すべきだとした。
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